
政府においては、２１世紀初頭に高度に情報化

された行政（電子政府）の実現を目指しており、

本年７月には IT 革命の恩恵をすべての国民が

享受するための施策を総合的に推進するため、

全閣僚を本部員とした「情報通信技術（IT）戦

略本部」を設置しました。

一方、地方公共団体における情報化は、中央

省庁と比べて特に市町村において遅れている現

状にあります（情報基盤としてのパソコンの普

及率で比較すれば、中央省庁の本省庁では１人

１台が達成されているのに対し、都道府県では

１．５人／台、市町村では３．４人／台となってい

る。）。さらに、地方公共団体の中でも消防防災

部局においては、情報化の遅れが一層大きい現

状にあります。

こうした現状を踏まえ、自治省としては、情

報通信技術（IT）革命に対応した地方公共団体

の情報化施策等に対して積極的に支援策を講ず

るため、本年７月に自治大臣を本部長とする「地

域 IT 推進本部」を設置し、消防防災部局を含

む地方公共団体における情報化施策等の推進に

関する基本的方向を指針として示していくとと

もに、自治省としての地域 IT 推進のためのア

クション・プランを明らかにし、順次実行に移

していくこととしています。

１．指針の概要

去る８月２８日に開催された地域 IT 推進本部

会議（第２回）において、「IT 革命に対応した

地方公共団体における情報化施策等の推進に関

する指針」が決定されました。その概要は、次

のとおりです。

まず、基本的な考え方として、地方公共団体

の電子化の実現と情報基盤の整備を基本とし、

住民ニーズに対応した質の高い行政サービスの

提供、社会・経済活動の活性化及び行政の簡素

・効率化と透明性の確保に留意することとされ

ました。

また、今後の課題と基本的方向として、イン

ターネット等のネットワークを活用した行政の

簡素・効率化と住民の利便性の向上、高度・多

様化する住民ニーズへの対応のための行政の高

度化、職員の能力開発及び地域における情報基

盤整備が必要とされました。

さらに、庁内 LAN、１人１台パソコンの共

通基盤整備、地方公共団体間及び霞ヶ関WAN

と接続する総合行政ネットワークによる文書交

換や統計情報等の共有化の実現、申請・届出等

手続きのオンライン化の推進、消防防災分野に

おける情報通信の高度化等地方公共団体におい

て早急に取り組むべき事項が示されました。

消防防災分野における情報化施策等の推進

防災情報室
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２．消防防災分野における情報化施策

指針では、消防防災分野において早急に取り

組むべき事項として次の内容が示されました。

消防防災分野における情報通信の高度化等

消防防災業務は災害発生時には迅速、かつ

的確に相当量の情報を送る必要があり、かつ

情報通信が災害時において確実に機能するも

のでなければならない。

消防防災関係の情報通信システムは音声系

を中心にしたものとなっているが、衛星通信、

消防・救急無線等についてデジタル化を図る

必要がある。これにより、画像・データ伝送、

地理情報システム（GIS）の防災業務への活

用等の利用を可能としていく必要がある。

また、衛星通信は大規模災害に強いという

特性を有しており、今後その活用を一層進め

ていく必要がある。そこで、衛星系により全

国の地方公共団体、消防機関を結ぶネットワ

ークを早期に完成させるとともに、可搬型衛

星地球局等の整備を進め、情報通信の機動的

確保ができる体制を確保していく必要がある。

この際、ヘリコプターテレビ電送システム等

を活用した災害時における画像を含む情報の

共有化を図る必要がある。さらに、消防庁が

整備する防災情報システムの一層の活用によ

る、防災情報の共有化も推進する必要がある。

また、消防防災部局においては、日常業務

における情報機器の積極的な導入による情報

基盤の整備を進めていくことが重要である。

このもとで、例えば防災関係部局間での災害

情報の交換・共有化が図れるシステムの整備、

GIS による防災情報の蓄積等が可能となるシ

ステムの整備を進める必要がある。また、地

方公共団体と住民との間の相互の情報収集・

伝達をよりきめ細かく行うため、インターネ

ットの消防防災業務への活用をより一層進め

ていく必要がある。

加えて、第一線の消防防災機関を含め情報

化を円滑に推進していくためには、消防防災

活動の特性に配慮した職員研修等による人材

育成等の体制整備を推進していくことが重要

であり、これを支援する機能の充実を図る必

要がある。

この様に、消防防災分野の情報化に関するポ

イントは大きく２つ示されており、１つは複雑

・多様化している災害に対し、より迅速・的確

な消防防災活動を実施していくための情報通信

の高度化及び大規模災害に対処していくための

衛星系の活用であり、このためには消防・救急

無線等のデジタル化や次世代地域衛星通信ネッ

トワークへの対応を図ることが重要です。もう

１つは、情報化が遅れがちな消防防災部局にお

いて、国及び地方公共団体の電子化に遅れるこ

となく業務の効率化、行政サービスの向上等を

実現していくための情報基盤の整備及び人材育

成であり、組織間の情報格差（デジタル・デバ

イド）を生じさせることなく、全国の消防防災

機関が IT 革命に対応し、消防防災活動の特性

に応じた情報化に取り組んでいくことが必要と

なります。

地域 IT 推進本部では、今後この指針の内容

を踏まえ、地方公共団体における電子化施策や

地域における情報化施策等を推進するための行

動計画を策定することとしており、消防庁とし

ても消防防災分野における情報化施策の推進に

係る検討を進めていくこととしています。
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三宅島の火山活動にかかる対応状況

１ 火山の活動の状況

三宅島では、６月２６日１９時３３分、噴火のお
それがあるとする緊急火山情報第１号」が発
表されましたが、同月２９日には、「陸域及び
海面に影響を及ぼす噴火の可能性はほとんど
なくなったと考えられる」旨の臨時火山情報
が発表されました。
その後、７月８日に最初の噴火が確認され、
その後、数回の噴火が起こり、火山灰が島内
を覆いました。
８月１８日には、これまでで最大規模の噴火
がおこり、噴石が山麓まで落下し、また、８
月２９日の噴火では火砕流の発生が確認されま
した。
８月３１日の火山噴火予知連絡会では、次の
見解が示されました。
「・・・・・当面は、８月１８日及び２９日と
同程度かこれをやや上回る規模の噴火が繰
り返される可能性があります。火砕流に警
戒が必要です。特に、マグマが直接関与し
ている場合は、将来、より強い火砕流にな
る可能性があります。
噴石、泥流、火山ガスに対する注意が必
要です。
現段階では、山麓での噴火の可能性はあ
りません。」

２ 避難の状況

６月２６日～２７日 三宅村が、１，３３６世帯
２，６０７人に対し避難勧
告（２９日に全面解除）

８月１８日 １７時２５分 三宅村が、１，０９９世帯
２，１６２人に対し避難勧
告（２１日に全面解除）

９月１日 １２時４５分 三宅村が災害関係及び
ライフライン等の要員
を除く三宅村民を島外

に避難させることを決定
９月２日 ７時００分 三宅村は防災、ライフ

ライン関係要員を除き、
住民の島外避難指示を
発令

※ ９月２日から４日までに避難する
よう指示
９月４日までに、住民の島外避難
完了

※ 三宅村人口 ３，８５５人（平成１２年
８月１日 住民基本台帳）

３ 三宅村の災害救助法の適用状況

平成１２年６月２６日適用
４ 地方公共団体における災害対策本部等の設

置状況

� 東京都 災害対策本部設置
（８月２９日１１時００分）

� 三宅村 災害対策本部設置
（７月１４日 ９時００分）

５ 消防庁・消防機関の対応

� 消防庁の対応
６月２６日 １９時３３分消防庁次長を長とする

消防庁災害対策本部設置（第２
次応急体制）

２９日 １９時００分消防庁災害対策室へ切
替（第１次応急体制）

８月２９日 １１時００分消防庁次長を長とする
消防庁災害対策本部設置（第２
次応急体制）

３１日 三宅島に要員１名を派遣
９月１日 三宅島政府現地対策チームに防

災課長を派遣
� 消防機関の対応
� 現地消防本部（９月１０日現在）
ア 配備状況
・三宅村消防本部の消防職員３名
消防団員５名

伊豆諸島における火山活動・群発地震にかかる対応状況

防災課・震災対策指導室
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イ 活動状況
・住民の避難誘導等を実施
・島内各戸を回り、避難もれ等を確認

� 現在の消防応援の状況
東京消防庁から６隊３０名（耐熱救援車、
救助工作車等）を派遣し、救急搬送等を
実施。９月１０日現在、６隊１０名が活動中。
また、東京消防庁消防ヘリコプターを
随時運用し、要介護者の搬送等を実施。

６ 島内残留者とその安全対策（９月１０日現在）

島内に防災、ライフライン関係要員２４１人
が残留し、ライフラインの機能維持等に努め
る。

（安全対策）
・発電所職員、消防、警察など一部の島内
当直者を除き、ホテルシップに宿泊（夜
間は沖合で待機）
・ヘリ、三宅島測候所で火山を監視する中
で、島内での作業を実施（行動計画を前
日までに提出）
・火砕流等の危険発生時には、防災行政無
線で島内作業者に避難を伝達
・一時的な避難場所は、島内の堅固な建物
（５５ヶ所、調査中）、コンテナ等
・泥流対策として島内の２０ヶ所の沢にワイ
ヤーセンサー、土のう等を設置

���������������������������������������������

８月１８日 雄山から再噴火した三宅島
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伊豆諸島における群発地震にかかる対応状

況等

１ 地震の発生状況

平成１２年６月２６日から新島・神津島近海及
び三宅島近海を震源とする地震が発生し、６
月２６日から９月３日までの有感地震の回数は
１３，８２３回を数え、そのうち震度５強以上の地
震回数は１３回発生しています。（気象庁地震

火山部調べ）
震度６弱を記録する地震が、神津島村及び
式根島（新島村）でそれぞれ２回ずつ、新島
村及び三宅村で１回ずつ発生し、人的・物的
被害が発生しています。
７月１日～９月３日までの新島・神津島近
海及び三宅島近海を震源とする地震への対応
状況は以下のとおりです。

３ 主な被害の状況

� 人的被害 三宅村 負傷者 １名
神津島村 男性１名死亡
新島村 負傷者１４名

� 物的被害 三宅村 住家一部破損２０棟、
道路１０箇所、崖崩
れ２７箇所

神津島村 住家一部破損２１棟、
道路２３箇所、崖崩
れ５３箇所

新島村 住家一部破損７９棟、
道路１８箇所、崖崩
れ３４箇所

※被害については速報値となっ
ています。

４ 避難の状況（平成１２年９月３日現在）

神津島村 １４世帯３４名
（ピーク時２８５世帯８５３名）

新島村 ９世帯２０名
（ピーク時１３７世帯４１３名）

５ 災害救助法の適用状況

� 神津島村
平成１２年７月１日適用

� 新島村
平成１２年７月１５日適用

６ 地方公共団体における災害対策本部等の設

置状況

� 新島村 災害対策本部設置（７月１１日
地震多発により設置）

� 神津島村 災害対策本部設置（７月１日
の地震から継続）

� 利島村 災害対策本部設置（７月１５日）
� 御蔵島 ２備配備（７月３０日～３１日）
７ 消防庁・消防機関の対応

� 消防庁の対応
６月２９日から災害対策室を設置するとと

２ 主な地震の概要（震度５強以上を観測したもの） 平成１２年９月３日現在

月日 時刻 震央地名 深さ M 各地の震度

� ７月１日� １６：０２ 新島・神津島近海 １５� ６．４ 神津島村６弱

 ９日� ３：５７ 新島・神津島近海 １０� ６．１ 神津島村６弱

� １５日� １０：３０ 新島・神津島近海 １０� ６．３ 新島村６弱

� ２０日� ２：３２ 新島・神津島近海 ごく浅い ４．９ 新島村（式根島）５強

� ２４日	 ６：５２ 新島・神津島近海 ごく浅い ５．５ 新島村（式根島）５強

� ２７日
 １０：４９ 三宅島近海 ごく浅い ５．６ 新島村５強

� ３０日� ９：１８ 三宅島近海 １０� ５．８ 三宅村５強

� ３０日� ２１：２５ 三宅島近海 １０� ６．４ 三宅村６弱

� ３０日� ２１：４８ 三宅島近海 １０� ５．７ 三宅村５強

� ８月３日
 １７：００ 新島・神津島近海 １０� ４．７ 新島村（式根島）５強

� ３日
 ２２：１８ 新島・神津島近海 ごく浅い ５．１ 新島村（式根島）５強

� １８日	 １０：５２ 新島・神津島近海 １０� ５．７ 新島村（式根島）６弱

� １８日	 １２：４９ 新島・神津島近海 １０� ４．９ 新島村（式根島）６弱

※各地震の震源要素は速報値となっています。
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震度５強以上を観測した地震（６月�２�６�日～９月３日）�

神津島�

式根島�

新島�

三宅島�

７月�１�５�日� １�０�：�３�０�新島村６弱�

８月３日� ２�２�：�１�８�新島村（式根島）５強�

８月３日� １�７�：�０�０�新島村（式根島）５強�

７月�２�０�日� ２�：�３�２�新島村（式根島）５強�

８月�１�８�日� １�２�：�４�９�新島村（式根島）６弱�
７月�２�４�日� ６�：�５�２�新島村（式根島）５強�

７月９日� ３�：�５�７�神津島村６弱�

８月�１�８�日� １�０�：�５�２�新島村（式根島）６弱� ７月�２�７�日� １�０�：�４�９�新島村５強�

７月１日� １�６�：�０�２�神津島村６弱�

７月�３�０�日� ９�：�１�８�三宅村５強�

７月�３�０�日� ２�１�：�４�８�三宅村５強�

７月�３�０�日� ２�１�：�２�５�三宅村６弱�

もに、震度６弱以上の地震発生時には、消
防庁長官を長とする災害対策本部を設置し、
被害状況等の収集、関係地方公共団体との
連絡調整を実施した。

� 消防機関等の対応
神津島村役場、新島村役場においては、

災害対策本部を設置し、住民に対して避難
指示、避難勧告を実施し、地元消防団にお
いては、住民の避難誘導を実施した。
なお、東京消防庁では、７月１日以降の
地震時に職員を現地に派遣するなどの支援
活動を実施した。

９月７日 地震と土砂崩れにより倒壊した神津

島物忌奈命神社社殿

９月７日 裏山の崖崩れに見舞われ危険地域に

指定された新島若郷小学校
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有珠山の噴火活動は、今なお継続しているも

のの、８月１１日、政府の有珠山噴火非常災害現

地対策本部が閉鎖され、また、洞爺湖温泉街で

は営業が再開されるなど、地元伊達市、壮瞥町、

虻田町では復興への取り組みが進められていま

す。

これまでの有珠山の活動にかかる対応状況に

ついては次のとおりです。

１．火山の状況

有珠山では、３月２７日から地震が次第に増

加し始めたことから、３月２９日１１時１０分、数

日以内に噴火の可能性が高いとする「緊急火

山情報第１号」が発表されました。

３月３１日１３時１０分頃、有珠山の西側山麓で

噴火活動が始まり、翌４月１日１１時３０分すぎ

には、有珠山北西側にある金比羅山の西側山

腹でも新たな噴火活動が始まりました。

その後、爆発は継続しているが、深部から

のマグマの供給はほぼ停止しており、頻度、

噴煙量は低下しています。また、西山西麓を

中心とする地殻変動は長期的には鈍化しなが

ら継続し、噴火活動に伴う火山性微動は消長

を繰り返しながら継続しています。

２．避難の状況

伊達市、壮瞥町、虻田町では、３月２９日、

住民に対し避難勧告を出しました。また、噴

火の危険性が切迫したことから、同日１８時３０

分に避難指示に切り替えられ、３０日までには、

伊達市、虻田町、壮瞥町の１市２町合わせて

４，６１２世帯、１０，５４５人の住民に避難指示が出

されました。

３月３１日、有珠山の西側山麓で噴火が始ま

ったことから、急遽、これまで避難指示を出

した地域以外についても、新たに２，０８７世帯、

４，７２２人に避難指示が出されました。これに

より、伊達市、虻田町、壮瞥町を合わせた地

元１市２町の避難指示の対象世帯数は６，６９９

世帯、避難対象住民数は１５，２６７人にのぼり、

今回の噴火活動に伴うこれまでの経過の中で、

最大の規模になりました。

その後、山頂部の大規模噴火に移行するこ

とを示す現象は見られないこと等を踏まえ、

避難指示地域の一部解除が段階的に行われて

おり、伊達市では４月１３日に、壮瞥町では５

月１２日に、それぞれ市内、町内の避難指示地

区のうち居住地域については全地区が解除と

なりました。

８月２５日の時点で、避難指示の対象となっ

ているのは、虻田町の２０２世帯、３７８人となっ

ています。

３．避難住民の短時間帰宅について

避難指示が出されてから間もなく、住民か

ら避難指示区域内への一時帰宅の要望等が強

く出され、４月８日以降、安全が確保される

ことを前提とし、住民の一時帰宅を実施する

こととなりました。これは、ヘリコプターに

よる上空からの監視や各種観測機器の監視を

行うなかで、消防、警察等が住民の誘導等に

より実施されたものであり、地元の消防本部、

消防団、応援消防隊が連携して対応しました。

この時間帰宅を実施するにあたり、危険度

により、カテゴリー�、�、�の３つの地域
にわけ、カテゴリー�では３０分間の超短時間

有珠山の活動にかかる対応状況

防 災 課
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帰宅を、�、�では数時間の一時帰宅を実施
しました。

４．消防の活動状況

� 消防機関の配備状況

有珠山周辺は、伊達市消防本部と西胆振

消防組合消防本部が分担しているが、地元

の両消防本部の保有する体制（４１隊１３６

名）だけでは対応に不足する事態も想定さ

れたことから、地元消防本部を応援するた

め、北海道内の他の消防本部からの応援、

緊急消防援助隊の派遣及び広域航空応援が

行われました。

応援の最大時（４月１６日）の体制

北海道内からの応援 ７７隊２３８人

北海道以外からの応援（緊急消防援助隊） １４隊 ５８人

（耐熱装甲型救助者２台を含む。）

ヘリコプター ４機体制

� 消防の活動

地元消防職団員及び消防応援部隊は、住

民の避難誘導、避難住民の短時間帰宅の支

援等の活動に携わるとともに、救急隊につ

いては、避難所等への待機又は巡回により

避難者の急病人の搬送を行いました。また、

消防・防災航空隊は、情報収集等を行った。

また、横浜市耐熱装甲型救助車が、３月

３１日１８時過ぎ、洞爺湖温泉地区で逃げ遅れ

ていた住民１名を無事救助しました。

� 非常時の出動体制

今後、火山活動に大きな変化が生じた場

合など、消防の応援が必要とされる場合に

は、概ね３時間以内に噴火以来最大規模の

消防部隊が、概ね１時間以内にその半分の

規模の消防部隊が現地に配備できるよう各

消防本部において出動体制を整えています。

緊急時に道内から参集する部隊数（経過時間ごと）

経過時間 応援部隊 地元部隊 合計部隊数 最大規模時対比

１時間以内 ２１隊 ６２隊 ４６％

２時間以内 ４８隊 ８９隊 ６５％

３時間以内 ８０隊 ４１隊 １２１隊 ８９％

４時間以内 １０６隊 １４７隊 １０８％

６時間以内 １２３隊 １６４隊 １２１％
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８月１１日 現地対策本部の看板を降ろす蓮実進

本部長（国土総括政務次官）中央

９月８日 有珠山噴火災害対応に関する報告を受ける鈴木正明消防庁長官（中央）

写真左から 菊谷秀吉伊達市長、小笠原紘一北海道胆振支庁長、長崎良夫虻田町長、

山中漠壮瞥町長

金比羅火口近くの西山団地（虻田町）

噴煙を上げ続ける金比羅火口（虻田町）
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